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１ 調査概要 

 

（１）調査目的 

 宝塚市では、平成19年（2007年）３月に策定した「第２次宝塚市人権教育及び人権啓発基本

方針」を見直し、新たな方針の策定を進めるにあたり、その基礎資料として活用するため平成28

年（2016年）10月から11月にかけて人権問題に関する市民意識調査を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

  

（２）調査実施方法 

１ 調査対象：宝塚市在住の16歳以上の市民 

２ 調査件数：3,000件（住民基本台帳等から無作為抽出） 

３ 調査方法：郵送方式による配布および回収 

調査対象者全員にお礼状兼督促状を１回送付 

４ 調査期間：平成28年（2016年）10月31日（月）～11月18日（金） 

 

（３）回収結果 

 

配布数 
回収数 

（回収率） 

有効回収数 

（有効回収率） 

3,000 
1,664 

（55.5％） 

1,661 

（55.4％） 

 

（４）回答者の性別・年齢 

 

 

 

 

 

 

 

市民の皆さまの声を、次期方針の策定に活かします 

平成 28（2016年） 

10月～11月 

市民意識調査の実施 

平成 29年度（2017年度） 

「（仮称）第 3次宝塚市人権教育

及び人権啓発基本方針」の策定 

59.8

39.5

0.7

(N=1,661)

単位：％

女性 男性 無回答

2.8

7.8

10.2

20.4

14.9

19.2

15.8

8.8

0.1

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

16～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80歳以上

無回答

女性(N=994)

4.1

7.2

10.1

15.4

16.3

20.0

18.6

7.8

0.6

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

16～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60～69歳

70～79歳

80歳以上

無回答

男性(N=656)
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２．調査結果 

 

（１）「人権」について 

①人権問題を身近に感じているか（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

②人権が尊重されていると思うか（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

③人権意識が５～６年前に比べて高くなっていると思うか（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

一人ひとりが権利主体であること、また誰もが「人権問題」の当事者になりうることに自覚的に

なることが「人権」への関心につながります。今なお人権侵害が存在していることやその解決に

向けて法整備が進められていること、新たな人権問題にも対応していく必要があること等につい

ては、認識を深められるような啓発に取り組むことにより、お互いが相手を理解し、共感しあえ

るようになることが必要であり、それらが人権尊重の社会の実現にもつながると考えられます。 

7.8

7.5 

35.8

32.9 

34.1

38.0 

9.3

8.2 

8.4

7.7 

3.9

3.6 

0.7

2.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回(N=1,661)

前回(N=1,463)

かなり身近に感じている ある程度身近に感じている
あまり身近に感じていない まったく身近に感じていない
どちらともいえない わからない
無回答

7.1

7.2 

56.2

52.2 

19.0

24.1 

1.8

1.7 

10.6

9.1 

4.9

4.2 

0.4

1.4 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回(N=1,661)

前回(N=1,463)

かなり尊重されている ある程度尊重されている
あまり尊重されていない まったく尊重されていない
どちらともいえない わからない
無回答

26.1

30.1 

6.2

5.0 

53.0

52.9 

13.5

10.5 

1.1

1.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回(N=1,661)

前回(N=1,463)

高くなっていると思う 低くなっていると思う あまり変わらないと思う
わからない 無回答
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④早急に解決すべき人権問題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（２）人権侵害を受けた経験 

①人権侵害を受けた経験（単数回答） 

 

 

 

 

 
 

人権侵害を受けた時、ひとりで悩まず安心して相談できる相手や機関を設け、解決に向けた方法

を一緒に考えていける環境づくりが重要です。そのためには、市民に対し地域の人権擁護委員や

人権相談窓口についてあらゆる場を通じて周知していくとともに、相談を受ける側の人権意識の

高揚や多様化する人権問題への認識と理解を深めていくことも大切です。 

51.4

49.5

34.9

32.1

31.4

30.9

29.8

19.8

16.3

15.7

15.6

14.6

10.8

8.6

5.7

3.1

2.8

53.3

40.1

28.0

24.7

35.5

37.5

23.1

22.1

27.1

12.3

9.0

8.5

1.9

2.4

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

障がいのある人の人権に関すること

インターネットを悪用した人権侵害に

関すること

子どもの人権に関すること

女性の人権に関すること

高齢者の人権に関すること

北朝鮮当局によって拉致された被害者に

関する問題

犯罪被害者とその家族の人権に関すること

東日本大震災など災害に伴う人権問題

性的マイノリティの人権に関すること

外国人の人権に関すること

同和問題に関すること

エイズやハンセン病など感染症患者の

人権に関すること

ホームレスの人々の人権に関すること

刑を終えて出所した人の人権に関すること

アイヌの人々の人権に関すること

その他

無回答

今回(N=1,661) 前回(N=1,463)

「障害者差別解消法＊」の施行（平成 28年４月）、子どもの貧困問題への注目、ＳＮＳの急速な浸

透等、社会状況を反映した項目が上位を占めています。 

＊障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

＊部落差別の解消の推進に関する法律 

市民意識が低下してい
います。「部落差別解消
推進法*」が平成 28 年
12 月に成立し施行され
ました。 

前回より 9.4ポ
イント増加。市
民の関心が高
まっています。 

19.3

18.8 

77.2

80.3 

3.6

0.9 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回(N=1,661)

前回(N=1,463)

ある ない 無回答
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（３）同和問題について 

①同和問題についての認知（単数回答） 

 

 

 

 

 

②同和問題について聞いたことがある発言（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

（誰から聞いたか（単数回答）） 

 

 

 

     （どう感じたか（単数回答）） 

 

 

差別的な発言に同
調せず、それを打
ち消す能動的な力
を身につけること
が望まれます。 

22.6

20.0

15.1

14.4

9.3

6.3

10.4

1.8

0.0% 15.0% 30.0%

家族

友人

近所の人

職場の人

親戚

知らない人

その他

無回答

今回(N=1,059)

家族、友人など、ごく
身近な関係性のなか
で、差別的な発言を聞
いています。 

10.5 61.9 16.0

4.8 5.9

0.9

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回（N=1,059）

そのとおりと思った
そういう意見もあるのかと思った
反発・疑問を感じたが、相手には何も言わなかった
反発・疑問を感じ、相手にその気持ちを伝えた
その他
無回答

※最も記憶に新しい差別的発言につ
いて回答 

42.0

30.7

30.5

24.7

19.8

12.2

2.1

31.5

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

「住宅購入をする際、同和地区内の物件は

避けたほうがいい」

「同和地区の人とは、結婚してはいけない」

「同和地区は治安が悪い」

「同和地区の人はこわい」

「同和地区の人は無理難題を言う」

「同和地区の人（子ども）とは、

付き合っては（遊んでは）いけない」

その他

聞いたことがない

(N=1,661)

このような発言を誰から聞き、 
どのように感じたのか 

87.8 9.7 2.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回(N=1,661)

知っている 知らない 無回答
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③結婚時の対応（単数回答） 

（子どもの場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自分の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校教育と社会教育を両輪にして、個人の権利に立脚した人権教育を進めていくことが肝要です。

その際に同和問題を他人事ではなく自らの課題として捉えられ、より具体的な行動に結びつけら

れる学習を展開していく必要があります。平成 28年 12月に成立施行した「部落差別解消推進

法」においても、部落差別克服に向けた自治体の責務や教育・啓発について規定されています。

本市においても法の理念を生かすよう、関係団体と連携しながら積極的な働きかけを展開するこ

とが望まれます。 

「同和地区」出身であることを理由にした

反対は部落差別であるという認識を市民

みんなで共有しましょう 

37.9

38.1 

19.1

26.8 

5.8

7.0 

31.3

23.8 

2.8

1.8 

3.0

2.4 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回(N=1,661)

前回(N=1,463)

本人の意志を尊重する
反対だが、本人の意志が強ければしかたがない
絶対に結婚を認めない
わからない
その他
無回答

29.1

34.0 

14.7

17.7 

5.0

7.0 

44.1

34.9 

3.1

3.0 

4.1

3.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回(N=1,661)

前回(N=1,463)

周囲に反対されても自分の意志をつらぬいて結婚する

親や家族、親戚、友人などの反対があれば結婚しない

絶対に結婚しない

わからない

その他

無回答
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（４）様々な人々の人権について 

 

 

 

 

 

 

 

 

①障がいのある人の人権問題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ここでは早急に解決すべき人権問題として特に市民の意識が高かった「障がいのある人の人権

問題」、「インターネットを悪用した人権侵害」、「子どもの人権問題」について、どのようなこと

が強く問題と考えられているかを紹介します。 

 現代社会では様々な人権侵害が起こっています。本市はひとつひとつの人権侵害は早急に解決

すべき人権問題であると認識し、ここで紹介する他にも女性、高齢者、日本に住む外国人、性的

マイノリティなどあらゆる人々の人権問題の解決に取り組んでいます。 

平成 28年（2016年）４月よ

り「障害者差別解消法」が施行

されました。本市でも平成 29年

（2017 年）１月１日より「宝

塚市障害者差別解消に関する条

例」が施行されています。 

49.2 

48.2 

39.3 

18.6 

18.4 

15.0 

9.7 

8.7 

10.6 

3.9 

2.0 

59.9 

55.2 

49.1 

17.6 

17.0 

7.5 

7.0 

10.0 

2.2 

2.8 

0.0% 15.0% 30.0% 45.0% 60.0% 75.0%

障がいのある人が能力を発揮したり、

働ける場所が少ない

障がいのある人の社会参加への受け入れ態勢が

十分でない

道路の段差解消やエレベーターの設置など

暮らしやすいまちづくり・住宅づくりが…

障がいのある人が不当に扱われたり、

意見や行動が尊重されていない

日常生活に必要な情報をわかりやすく

伝える配慮が足りていない

障がいのある人の人権を守るための法律や

制度の整備が十分でない

学校や職場などで不当な扱いを受ける

病院での看護、福祉施設での介護などの

対応が十分でない

わからない

その他

無回答

今回(N=1,661) 前回(N=1,463)
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②インターネットを悪用した人権問題（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③子どもの人権に関すること（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では平成 19年（2007年）に「宝塚市子ども条例」を施行し、子どもが一

人の人間として尊重され、いきいきと成長できるよう、施策を展開しています。 

57.6

57.0

55.0

25.0

24.3

12.3

5.8

5.7

5.5

2.5

1.7

60.5

45.0

60.1

20.6

42.8

4.6

10.5

3.0

2.2

2.5

0.0% 15.0% 30.0% 45.0% 60.0% 75.0%

親が子どもに身体的・心理的・性的な虐待を加える

子ども同士の暴力、仲間はずれ、いじめなど

親が子育てを放棄する

親が子どもに体罰を与えること

アダルトビデオ、ポルノ雑誌、インターネットでの

暴力や性情報の氾濫

子どもの人権を守るための法律や制度の整備が

十分でない

学校内での教師の体罰

就学や就職について、大人が子どもの意思を

尊重していない

わからない

その他

無回答

今回(N=1,661) 前回(N=1,463)

67.4

49.1

45.8

30.4

16.8

14.9

9.1

1.6

2.8

45.9

47.5

57.5

33.0

12.0

24.1

6.7

1.0

2.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

他人への誹謗、中傷や差別的表現などの掲載

インターネット取引を悪用した

悪徳商法などの存在

犯罪を誘発する場となっている

「出会い系サイト」の氾濫

第三者が無断で他人の電子メールを閲覧する行為

犯罪捜査の対象となっている未成年者の名前や

顔写真などの掲載

違法または有害なアダルトビデオなどの氾濫

わからない

その他

無回答

今回(N=1,661) 前回(N=1,463)
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（５）人権教育・人権啓発について 

①人権教育を受けた経験（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人権教育を受けた頻度（単数回答）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年、インターネットの掲示板やＳＮＳを通じた誹謗中傷やいじめ、外国人に対するヘイトスピー

チ、性的マイノリティの人権等が今日的な人権問題として社会問題化しており、それらの課題を学

習していくことが望まれます。また同和問題については、「部落差別解消推進法」をめぐる動向を

視野に入れながら、学校教育はもちろん社会教育とも連携しながら学習を継続していくことが必

要です。 

●16～29 歳は障がいのある人、女性、子どもの人権に関することや、エイズやハンセン病など感染症

患者の人権に関すること、インターネットを悪用した人権侵害に関することなど、幅広く回答してい

ます。 

●同和問題に関する学習経験は、30 代以上は８割前後から世代によっては９割を超えるものの、10 代

や 20代では４割前後に半減しています。 

60歳未満では
年代が下がる
につれて学習
頻度が少なく
なっています。 

学びの内容と頻度 

55.8 29.5 11.1 3.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回(N=1,661)

ある ない わからない 無回答

7.3 15.0 43.3 30.2 4.2

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

今回(N=927)

ほぼ毎週 月に１～２回 年に数回 覚えていない 無回答

2.1 

3.1 

7.9 

7.9 

16.8 

2.2 

1.5 

4.8 

6.4 

16.3 

19.4 

17.1 

21.4 

6.6 

4.5 

4.8 

33.3 

76.6 

46.9 

43.9 

40.0 

37.0 

44.9 

40.3 

38.1 

33.3 

12.8 

30.6 

25.9 

32.5 

19.7 

42.6 

43.3 

38.1 

16.7 

2.1 

3.1 

2.9 

2.5 

5.2 

3.7 

10.4 

14.3 

16.7 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

16～19歳(N=47)

20～29歳(N=98)

30～39歳(N=139)

40～49歳(N=240)

50～59歳(N=173)

60～69歳(N=136)

70～79歳(N=67)

80歳以上(N=21)

無回答(N=6)

ほぼ毎週 月に１～２回 年に数回 覚えていない 無回答
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（６）市の啓発事業や行事について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宝塚市では定期的に人権に関する講演会や行事等を開催しており、人権について市民に考えても

らう機会づくりに取り組んでいますが、実態を真摯に受け止め、今後、事業等の認知を高めると

ともに、広く関係団体と連携しながら市民のニーズを受け止めることにより参加・利用が増えて

いくよう、工夫を凝らした事業の展開が課題と言えます。 

2.0

5.5

6.9

8.2

7.1

1.7

3.6

1.4

0.8

1.0

1.0

0.8

4.2

0.5

1.3

2.4

0.8

2.8

9.2

18.1

24.2

19.1

29.8

15.7

15.1

7.9

10.7

10.0

10.3

10.4

17.3

10.1

10.8

17.9

13.2

6.9

72.2

60.3

52.6

56.4

46.5

64.8

64.3

73.1

71.0

71.7

71.0

71.2

61.4

71.8

70.4

63.0

68.8

71.7

16.6

16.1

16.3

16.2

16.6

17.8

17.0

17.6

17.5

17.3

17.8

17.6

17.0

17.6

17.5

16.6

17.3

18.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

①じんけん講座、じんけんワークショップ

②人権文化センターの講座、学習、

解放文化祭、啓発活動など

③平和に関する講演会、映画会、パネル展など

④小学校区人権啓発推進委員会の市民集会、

学習活動、啓発活動など

⑤人権・同和問題の啓発作品の募集

⑥人権週間・人権尊重都市宣言記念事業講演会

⑦心のふれあう市民のつどい

⑧ブロック別心のふれあう市民のつどい

⑨男女共同参画プラン推進フォーラム

⑩男女共同参画センターエルフェスタ（8月）

⑪男女共同参画センターフェスティバル

⑫憲法週間記念事業講演会

⑬児童福祉週間記念事業（児童館まつりなど）

⑭児童虐待防止市民啓発事業講演会

⑮異文化相互理解事業

⑯障害者週間記念事業・

身体障害者補助犬シンポジウム

⑰障がい者（児）の幸せを考える標語、

作文の募集

⑱①～⑰以外の人権に関する講演会など

参加・利用したことがある 知っているが参加・利用したことはない
知らない 無回答

(N=1,661)
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（７）人権尊重の輪を広げるために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世代やライフスタイルに応じて、様々なきっかけを通じて「人権」にふれることができるよう、

市民、公共的団体、関係部局と連携を図り、多様な学習機会、情報提供のあり方を検討すること

が必要です。

16.7

14.3

11.7

9.6

9.2

7.4

4.7

3.3

2.7

2.4

2.4

1.9

1.4

1.3

3.1

7.8

18.9 

26.8 

28.7 

10.0 

4.8 

2.6 

8.3 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

職場、学校や家庭で人権問題に関する

学習機会を増やす

高齢者と若者、障がいのある人とない人、

外国人、すべての人がお互いに交流を深める

機会、場を設ける

人権に関する演劇、コンサート、映画など、

市民が広く参加できるイベントを開催する

市の広報誌を活用した啓発・広報活動

テレビやラジオを活用した啓発・広報活動

自治会やまちづくり協議会などの地域での

集まりで人権問題を話し合うことの出来る場を

設ける

インターネットを活用した情報発信

パンフレットやポスターの配布・掲示

地域での人権啓発を実践するリーダーをつくる

新聞や雑誌などを活用した啓発・広報活動

市のホームページを活用した啓発・広報活動

講演会、研修会、展示会の開催

映画やビデオを活用した啓発・広報活動

作文や標語などの募集

その他

無回答

今回(N=1,661) 前回(N=1,463)



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ホームページには、本意識調査の詳細な報告書を掲載しています。 

宝塚市人権問題に関する市民意識調査報告書（概要版） 

平成 29年（2017年）３月 

宝塚市総務部人権平和室人権男女共同参画課 

宝塚市東洋町１番１号 

電話：0797-77-9100 ファックス：0797-77-2171 


